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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第３四半期累計期間
第50期

第３四半期累計期間
第49期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 （千円） 6,365,026 6,617,857 8,399,605

経常利益 （千円） 1,354,525 1,278,355 1,714,916

四半期（当期）純利益 （千円） 990,074 815,734 1,246,001

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 495,875 495,875 495,875

発行済株式総数 （株） 31,840,000 31,840,000 31,840,000

純資産額 （千円） 7,024,276 6,496,860 7,279,544

総資産額 （千円） 10,483,100 11,124,229 11,007,560

１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 33.01 27.25 41.55

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 32.98 27.23 41.50

１株当たり配当額 （円） 7.00 9.00 25.00

自己資本比率 （％） 67.0 58.4 66.1

 

回次
第49期

第３四半期会計期間
第50期

第３四半期会計期間

会計期間
自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 12.11 10.14

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第３四半期累計期間末日（平成29年12月31日）現在において、当社が判断したもの

であります。

（1）業績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢の改善などが見られ、緩やかな回復基調で推

移しました。一方、海外においては、米国や中国の財政・金融政策の動向並びに東アジアを始めとする世界各地の

地政学的リスクの高まり等により先行き不透明な状況が続いております。

　また、当社を取り巻く事業環境は、高齢化の進展による手術数の増加、病院内感染や医療事故防止対策の推進に

より国内外において医療用消耗品のニーズの拡大が続いております。

　さらに、医療機器産業はわが国の経済成長の一端を担うことを期待されており、日本医療研究開発機構の設立、

革新的な医療機器開発支援及び医工連携をはじめとした医療機器開発支援ネットワークの構築など、近年、官民を

挙げて業界発展のためのサポート体制が整備・強化されてきております。

　しかしながら、規制緩和による国内外の新規、既存メーカーとの競争激化や製品の品質、有効性及び安全性の確

保等に要するコストも増加しており、依然業界を取り巻く事業環境は厳しい状況が続いております。

　このような状況のもと、当社は、高品質製品の常時安定供給を優先事項と掲げ、ユーザーと密着した営業活動の

推進、品質を確保しながらもコスト競争力をもった生産体制の構築並びに独創的な製品の研究開発活動の強化に取

り組んでまいりました。

　当第３四半期累計期間の経営成績の分析は次のとおりであります。

①　売上高

　売上高は、6,617百万円（前年同期比4.0％増）となりました。これは主として、主力の吸引器関連において、

病棟用のキューインポットが好調に推移したこと等によるものです。

②　営業利益

　営業利益は、1,278百万円（前年同期比5.4％減）となりました。これは主として、当期より新工場が稼動した

ことに伴う減価償却費などの固定費の増加及び新製品開発の推進に伴う研究開発費が増加したこと等によるもの

です。

③　経常利益

　経常利益は、1,278百万円（前年同期比5.6％減）となりました。これは主として、営業利益が減少したこと等

によるものです。

④　四半期純利益

　四半期純利益は、815百万円（前年同期比17.6％減）となりました。これは主として、固定資産除却損及び50周

年記念行事費用が特別に発生したこと等によるものです。
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（2）財政状態の分析

①　資産

　流動資産は、前事業年度末に比べて252百万円増加し、6,542百万円となりました。これは主として、現金及び

預金が111百万円減少したものの、受取手形及び売掛金が294百万円、原材料が119百万円それぞれ増加したこと等

によるものです。

　固定資産は、前事業年度末に比べて135百万円減少し、4,581百万円となりました。これは主として、建物が

1,540百万円、工具、器具及び備品（有形固定資産「その他」）が109百万円それぞれ増加したものの、建設仮勘

定が1,753百万円減少したこと等によるものです。

②　負債

　流動負債は、前事業年度末に比べて97百万円減少し、3,104百万円となりました。これは主として、短期借入金

が250百万円、１年内返済予定の長期借入金が107百万円、支払手形及び買掛金が89百万円、未払費用が54百万円

それぞれ増加したものの、未払金（流動負債「その他」）が576百万円減少したこと等によるものです。

　固定負債は、前事業年度末に比べて997百万円増加し、1,522百万円となりました。これは主として、長期借入

金が998百万円増加したこと等によるものです。

③　純資産

　純資産は、前事業年度末に比べて782百万円減少し、6,496百万円となりました。これは主として、四半期純利

益を815百万円計上したものの、自己株式が327百万円増加し、利益剰余金が剰余金の配当により809百万円及び自

己株式の処分により355百万円、資本剰余金が104百万円それぞれ減少したこと等によるものです。

 

（3）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 

（5）研究開発活動

　当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は378百万円であります。

 

（6）主要な設備の状況

　当第３四半期累計期間中において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものは次

のとおりであります。

事業所名
（所在地）

設備の内容
投資額
（千円）

完了年月 完成後の増加能力

和泉アセンブリー
センター

（大阪府和泉市）

生産設備
研究開発設備

2,153,720 平成29年７月 －

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　完成後の増加能力は算出することが困難なため記載を省略しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 103,360,000

計 103,360,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成30年２月１日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,840,000 31,840,000
東京証券取引所

（市場第一部）

１単元の株式数　100株

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない、

当社の標準となる株式

計 31,840,000 31,840,000 － －

 

（2）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（4）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 31,840,000 － 495,875 － 400,875

 

（6）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（7）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間期末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、直

前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　1,849,200
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 29,986,000 299,860 －

単元未満株式 普通株式　　　4,800 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 31,840,000 － －

総株主の議決権 － 299,860 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が57株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

大研医器株式会社

大阪府大阪市中央区道修町

３丁目６－１
1,849,200 － 1,849,200 5.81

計 － 1,849,200 － 1,849,200 5.81

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成29年10月１日から平成29

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（1）【四半期貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,319,545 2,207,770

受取手形及び売掛金 2,725,996 ※ 3,020,080

製品 674,924 663,948

仕掛品 46,185 65,444

原材料 266,240 385,290

繰延税金資産 135,011 135,011

その他 122,276 65,274

貸倒引当金 △91 △91

流動資産合計 6,290,088 6,542,728

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 718,411 2,259,374

土地 1,703,670 1,703,670

建設仮勘定 1,866,226 112,523

その他（純額） 217,578 315,820

有形固定資産合計 4,505,887 4,391,389

無形固定資産 61,805 50,853

投資その他の資産   

投資有価証券 7,576 －

繰延税金資産 30,037 30,707

その他 143,913 137,601

貸倒引当金 △31,748 △29,050

投資その他の資産合計 149,778 139,258

固定資産合計 4,717,472 4,581,501

資産合計 11,007,560 11,124,229
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 878,333 ※ 968,036

短期借入金 450,000 700,000

1年内返済予定の長期借入金 439,952 547,752

未払法人税等 201,971 119,806

未払費用 394,251 448,891

賞与引当金 － 38,119

その他 837,980 282,212

流動負債合計 3,202,489 3,104,817

固定負債   

長期借入金 500,140 1,498,776

その他 25,386 23,775

固定負債合計 525,526 1,522,551

負債合計 3,728,016 4,627,369

純資産の部   

株主資本   

資本金 495,875 495,875

資本剰余金 505,204 400,875

利益剰余金 6,781,789 6,432,482

自己株式 △510,004 △837,532

株主資本合計 7,272,864 6,491,700

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,520 －

評価・換算差額等合計 1,520 －

新株予約権 5,160 5,160

純資産合計 7,279,544 6,496,860

負債純資産合計 11,007,560 11,124,229
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（2）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期累計期間

（自　平成28年４月１日  
 至　平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日  
 至　平成29年12月31日）

売上高 6,365,026 6,617,857

売上原価 3,005,296 3,307,870

売上総利益 3,359,729 3,309,986

販売費及び一般管理費 2,007,603 2,031,377

営業利益 1,352,125 1,278,608

営業外収益   

受取利息 100 97

受取配当金 217 112

未払配当金除斥益 1,112 827

為替差益 513 989

その他 3,710 1,207

営業外収益合計 5,654 3,234

営業外費用   

支払利息 3,074 3,200

その他 181 287

営業外費用合計 3,255 3,487

経常利益 1,354,525 1,278,355

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 2,450

投資有価証券売却益 － 2,551

ゴルフ会員権売却益 1,650 －

特別利益合計 1,650 5,001

特別損失   

固定資産除却損 11,462 60,544

リース解約損 4,201 －

50周年記念行事費用 － 85,145

特別損失合計 15,663 145,690

税引前四半期純利益 1,340,511 1,137,667

法人税等 350,437 321,933

四半期純利益 990,074 815,734
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（賞与引当金）

　前事業年度においては、業績に連動して従業員へ支給される賞与の確定額を未払金として計上しておりました

が、当第３四半期累計期間は支給額が確定していないため、賞与支給見込額のうち当第３四半期累計期間負担額を

賞与引当金として計上しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

※　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

　なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形を満期日に

決済が行われたものとして処理しております。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －千円 47,621千円

支払手形 －千円 213,677千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

減価償却費 133,510千円 177,569千円
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（株主資本等関係）

前第３四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月13日

取締役会
普通株式 269,916 9.00 平成28年３月31日 平成28年６月９日 利益剰余金

平成28年10月28日

取締役会
普通株式 209,935 7.00 平成28年９月30日 平成28年12月２日 利益剰余金

 

２　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となるも

の

　該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月15日

取締役会
普通株式 539,833 18.00 平成29年３月31日 平成29年６月12日 利益剰余金

平成29年10月31日

取締役会
普通株式 269,916 9.00 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金

 

２　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となるも

の

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

　当社は、平成29年５月15日及び平成29年７月31日開催の取締役会決議に基づき、平成29年８月１日付で自己株式

1,000,000株の取得を行いました。この取得により自己株式が789,000千円増加しました。また、平成29年５月15日及び

平成29年７月31日開催の取締役会決議並びに平成29年６月27日開催の第49期定時株主総会承認に基づき、平成29年８月

18日付で自己株式1,000,000株の処分を行いました。この処分により資本剰余金が104,329千円、利益剰余金が350,670

千円、自己株式が456,000千円減少しました。

　この結果、当第３四半期会計期間末において、資本剰余金が400,875千円、利益剰余金が6,432,482千円、自己株式が

837,532千円となりました。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社の事業は、医療機器等の製造販売及びこれらの付随業務の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 33円01銭 27円25銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 990,074 815,734

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 990,074 815,734

普通株式の期中平均株式数（株） 29,990,743 29,930,277

(2）潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額
32円98銭 27円23銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 32,879 31,514

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要

－ －

 

２【その他】

　平成29年10月31日開催の取締役会において、平成29年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のと

おり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　 　269,916千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　９円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　平成29年12月４日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成30年２月１日

大研医器株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 北　　本　　　　　敏　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大　　橋　　正　　紹　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大研医器株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第50期事業年度の第３四半期会計期間（平成29年10月１日から平成29

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、大研医器株式会社の平成29年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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